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第 2 章  圧電素子形状の検討 
2.1  振動発電用 PZT に関して 






































図 2.2 に示した 1 質点デバイスと図 2.3 に示した 2 質点デバイスである。以下、図 2.3 に示
した 2 質点デバイスを 2 質点デバイス(A)と呼ぶこととする。 
 
 





変位量 150µm at 70V




表 2.1 バイモルフ圧電素子の仕様 
図 2.2  1 質点デバイス 






度センサにより測定する。入力信号を 1 質点、2 質点共通で拘束面のベース加速度信号ug[G]
とする。出力信号として、1質点デバイスでは質点での加速度u1[G]、PZT の出力電圧 vp[V]、
2 質点デバイスでは 1 層の質点での加速度u1[G]、PZT の出力電圧vp1[V]、2 層の質点での加
速度をu2[G]、PZTの出力電圧vp2[V]としてシステム同定法(13)(14)より周波数特性を同定する。 
システム同定試験の実験構成を図 2.4 に、装置写真を図 2.5 に示す。また、使用した加






















表 2.2 加速度センサの仕様 
図 2.7 各質点の加速度センサ 


























bbaa ],,,,,[  11           (2.2) 
入力データのベクトルを 
T
ba nkukunkykyk )](),...,1(),(),...,1([)(           (2.3) 
と定義したとき、出力が 
)()()( kwkky T                     (2.4) 
と表せるモデルである。 
ここで 2 つの多項式 
A(p)=1+a1p-1+・・・+anap
-na               (2.5) 
B(p)=b1p-1+・・・+bnbp






を導入する。ただし A(p)と B(p)は既約なシフトオペレータ p の多項式である。すると(2.1)
式は 





ARX モデルの一段先予測値について示す。まず、離散時間 LTI システムの一般的な表現
は次のようになる。 
y(k)=G(p)u(k)+H(p)w(k)                      (2.8) 
ここで、離散時間 LTI モデルにおける一段先予測誤差の定理を示す。 
(2.8)式で定義した離散時間 LTI モデルにおいて、時刻(k-1)までに測定された入出力デー
タに基づいた出力 y(k)の一段先予測値ŷ(k|θ)は 
ŷ(k|θ)=[1-H-1(p,θ)]y(k)+H-1(p,θ)G(p,θ)u(k)          (2.9) 
で与えられる。ただし、𝜃はモデルを記述するパラメータより構成されるベクトルである。
このことから、ARX モデルの一段先予測値は 






































































Tf(N)+θTR(N)θ                     (2.15) 
となる。 
ここで例として未知のパラメータが１つの場合、式(2.15)中の θ, R(N), f(N),c(N)はすべて
スカラになり、それぞれ x, r, f, c とおく。すると式(2.15)は 2 次方程式となり、r >0 である
ならばJN(N)は下に凸となるためその最小値は次式によって簡単に導出できる。 




2-2fx+c                  (2.16) 
従って r= f r⁄  つまり x̂= f(N) R(N)⁄  であるときJN(N)は最小値をとる。 
一方、未知のパラメータが 2 つ以上の場合、基本的な考え方は同じで式(2.16)の 2 次関








同定対象である 1 質点、2 質点デバイスに使用した板バネとおもりのパラメータを表 2.3
に示す。 
 
板ばねの長さ 60 mm 
板ばねの幅 20 mm 
板ばねの厚さ 1 mm 









 表 2.4 に試験条件を示した。入力信号である M 系列信号と、それによる加振機のベース













入力信号 M 系列信号(周期 255) 
入力振幅 0.2 V 
加振時間 2.04 s(1020 サンプル：4 周期分) 
サンプリング時間 2 ms 
同定条件(1 質点デバイス) 
同定モデル ARX モデル 
次数決定法 クロスバリデーション 
同定入力信号 デバイスのベース(加振器)加速度 𝑢𝑔 [m/s
2] 
同定出力信号 1 デバイスの質点加速度 𝑢1[m/s
2] 
同定出力信号 2 開放出力電圧 𝑉𝑝 [V] 
同定条件(2 質点デバイス) 
同定モデル ARX モデル 
次数決定法 クロスバリデーション 
同定入力信号 デバイスのベース(加振器)加速度 𝑢𝑔 [m/s
2] 
同定出力信号 1 デバイスの 1 層質点加速度 𝑢1 [m/s
2] 
同定出力信号 2 デバイスの 1 層質点加速度 𝑢2 [m/s
2] 
同定出力信号 3 1 層開放出力電圧  𝑉𝑝1 [V] 
同定出力信号 4 2 層開放出力電圧 𝑉𝑝2 [V] 








図 2.9 入力信号とベース加速度(図 2.8 の拡大図) 
図 2.8 入力信号とベース加速度 
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2.2.4  質点デバイスに対するシステム同定試験結果 




 1 質点デバイスのシステム同定試験結果を図 2.10 に示した。これにより 1 質点デバイス
には、1 次モードが 44 Hz、2 次モードが 235 Hz である 2 つのモードが存在することを確
認した。また、出力は加速度、出力開放電圧共に 1 次モードで最大となることがわかる。そ
れに対し、2 次モードの出力は非常に小さいため、発電に有効なモードではないことが考え

















































































 図 2.10 1 質点デバイスの固有周波数と PZT による発電電圧の比較 
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(a) 1 次振動モード (b) 2 次振動モード 
図 2.11 1 質点デバイスにおける振動モード形状と応力(最大主応力)分布図 
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2 質点デバイス(A)のシステム同定実験結果を図 2.12 に示した。これにより 2 質点デバイ
ス(A)には、1 次モードが 27.5 Hz、2 次モードが 44.9 Hz、3 次モードが 235.4 Hz となる 3
つのモードが存在することを確認した。また、出力は加速度、開放電圧共に 2 次モードで最
大となることがわかる。それに対し、1 次、3 次モードの出力は非常に小さいため、発電に
有効なモードではないことが考えられる。次に、加速度特性を見ると 2 次モードでは 1 層
と 2 層での出力はほぼ等しい値が出ていることがわかる。しかし、出力開放電圧では 1 層
の出力ゲインは 17.1 dB、2 層の出力ゲインは 36.4 dB となっており、19.3 dB の差がある






図 2.12 2 質点デバイスの固有周波数と PZT による発電電圧の比較 
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2 次モードにおける 1 層出力開放電圧の低下は、2 質点構造における振動モード形状の違
いによるものであると考えられる。シミュレーションにより算出した 2 次モードでの振動






図 2.13 2質点デバイス(A)の 2 次モードにおけるモード形状と応力(最大主応力)分布図 
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2.2.5  応力分布を改善した 2 質点デバイスの製作 
曲げモード形状による応力分布により出力が低下していること確認するため、応力分布
の改善された構造体の提案、実験検証を行う。応力のマイナス要素が PZT 貼付位置に入ら







図 2.14 2 質点デバイス(B)の 2 次モードにおけるモード形状と応力(最大主応力)分布図 
図 2.15 2 質点デバイス(B) 
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 図 2.15 に製作した発電デバイスを示す。これを以下では 2 質点デバイス(B)と呼ぶこと
とする。前節の図 2.3 と比較すると板バネが伸び、PZT が貼付されていない面積が広くなっ
ている。このデバイスを使用し、前節の 2 質点デバイスと同じ試験構成にてシステム同定
試験を行った。システム同定試験結果を図 2.16 に示す。これにより改善した 2 質点デバイ
ス(B)には、1 次モードが 21.3 Hz、2 次モードが 39.6 Hz、3 次モードが 224.3 Hz となる 3
つのモードが存在することを確認した。また、出力は加速度、開放電圧共に 2 次モードで最
大となっており 2 質点デバイス(A)と同一の特性である。まず、加速度特性を見ると 2 モー
ドでは 1 層と 2 層での出力はほぼ等しい値が出ていることがわかる。それに加え、出力開
放電圧では 1 層の出力ゲインは 28.0 dB、2 層の出力ゲインは 38.4 dB で 10.4dB の差とな
った。これにより、2 質点デバイス(A)から 9.9 dB の出力ゲインの差が小さくなっているこ
とを確認した。このことより、応力分布を改善することによって 2 質点デバイス(A)の 2 次
モードにおける特性が改善されたことがわかった。 






(a) 加速度特性 (b) 出力開放電圧特性 
図 2.16 2 質点デバイス(B)の固有周波数と PZT による発電電圧の比較 
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  σ =  
W
Z
   [N/m2]                        (3.1) 
 
          M = Wx  [N∙m]                         (3.2) 
                          
         Z = I
y






距離、l は梁の長さ、b0は固定端における梁の幅、b は x における梁の幅、そして h は梁の

















表 3.1  圧電デバイス形状 
図 3.1 四角形状の片持ち梁における最大曲げ応力 
図 3.2 三角形状の片持ち梁における最大曲げ応力 
upper side [mm] lower base [mm] height [mm] thickness [mm]
square 21.2 21.2 21.2 0.2
rectangle 10 10 45 0.2
trapezoid(A) 5 25 30 0.2
trapezoid(B) 5 25 30 0.3














































 F    [V]                   (3.4) 
 
 












電素子を PZT A、長方形形状の圧電素子を PZT B、台形形状の厚さ 0.2mmのものを PZT C、















LOGGER(KEYENCE 製)を使用し、先端変位の検出はレーザ変位計(KEYENCE 製 IL-100)に
て測定を行った。 
  




図 3.7 はじき試験装置 
表 3.2 はじき試験条件 
試験方法 はじき試験
初期入力 先端変位[mm]












発電特性基礎試験結果を表 3.3に示す。マッチング抵抗 Z [Ω]は最大電力が得られるよう、
以下の式にて算出した。 
                   Z =  1
2πfC




































   [W] (3.6) 
    Wi = ∫ F dx ≈ 
1
2
 Fx0=  
1
2
 mgx0   [J] (3.7) 




2  dt    [J] (3.8) 
 
η =  Wo
Wi





図 3.8   試験構成 
表 3.4  エネルギー回生効率試験条件 
試験方法 おもり吊り下げ試験
入力荷重 10〜900 g
























 本試験では PZT Aから PZT E の圧電素子に対し、前節説明した試験によって得た各出力
値の比較を行った。圧電素子に負荷するおもりの重量は、それぞれの圧電素子の厚さや形状
を考慮した範囲で選択をしている。 
 まず表 3.5 に負荷したおもりの重量が 100 g 時の試験結果を示す。負荷荷重が等しい場
合、固有周波数が低くばね定数が低いと考えられる PZT B は入力エネルギーが非常に大き
くなった。その結果、最大電圧が他の形状よりも大きくなったと考えられる。最大電圧で比
較すると、PZT Aの 4.1倍、PZT Cの 4.3倍という非常に高い値となっている。この結果よ












表 3.5  100 g負荷時の発電特性 
34 
 
次に、PZT A と PZT B に印加荷重に対する最大電圧を図 3.10 に示した。前述のように、
PZT A は負荷重量に対する入力エネルギーが大きいため傾きの大きなグラフとなっている
ことがわかる。このグラフの PZT A の近似線式を式(3.10)、PZT Bの近似線式を式(3.11)に
示した。また、式(3.12)、式(3.13)は電圧出力理論式(3.4)に長さ l、幅 w をそれぞれ代入した








                         y
PZT A
=  0.0869 x (3.10) 
                              y
PZT B
=  0.2889 x  (3.11) 
  
 







 F (3.12) 
 







 F (3.13) 





式(3.12)では 4.5倍となっている。これは長方形形状圧電素子である PZT Bは非常に柔らか
いため実験での誤差が大きいためこのような差が生じたと考えられる。また、低い荷重でも
固定端に大きな応力がかかるため、応力飽和による出力低下(18)も考えられる。 
PZT C、PZT D、そして PZT Eの入力荷重に対する最大電圧を図 3.11に示した。先ほどと
同様に、PZT Cの近似線式を式(3.14)、PZT D の近似線式を式(3.15)、 PZT E の近似線式を
式(3.16)に示した。また、式(3.17)、式(3.18) 、式(3.19)は電圧出力理論式(3.4)に厚さ tをそ
れぞれ代入したものである。電圧出力理論式(3.4)は四角形状の圧電素子に対する式である
が、この比較では形状が等しく厚さ tのみを変化させている。そのため、長さ l、幅 wを考




















PZT C の近似線式である式(3.14)は、PZT D の式(3.15)の 1.51 倍、PZT D は PZT E の式
(3.16)の 1.26倍となった。それに対し電圧出力理論式では、PZT C の式(3.17)は PZT Dの式

















 yPZT C=  0.1383 x (3.14) 
 yPZT D=  0.0916 x (3.15) 
 yPZT E=  0.0726 x (3.16) 
  
 








































すると、四角形状では正方形形状である PZT Aが 25.7%、長方形形状である PZT Bが 22.8%
となっている。これは 2 つの素子の有効面積が等しいことに対して、応力集中する固定端
の長さは PZT A と PZT Bとでは約 2倍の差がある。つまり発電に有効な面積に対して、最
大応力が 2倍の面積にかかることとなるため PZT A の方が効率の高い結果となったと考え











図 3.13  入力荷重に対する出力エネルギー 
表 3.6  平均回生効率 
39 
 







表 3.7  台形形状圧電素子に対する減衰比 
図 3.14  電圧出力時間応答波形 
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第 4 章 繰り返し荷重による耐久試験 
4.1 繰り返し荷重による耐久試験手順  
前章では、作成した圧電素子に対する特性試験を行った。その結果、応力が圧電素材の表
面に均一に分布する台形形状の圧電素子が高い効率で発電できることがわかった。本節で









により先端荷重を算出する。それにより得られた先端荷重 F – 繰り返し回数 n に対する疲
労限度を実験的に導出する。 
 
 これにより、圧電素子の s－n 線図(21)を作成する。一般的に s－n とは応力－回数のこと





















図 4.1  歪ゲージを貼付した圧電素子(PZT C) 












図 4.2 に試験結果を示す。導出した近似式は、x を先端荷重、y を歪とすると固定端歪が
式(4.1)、先端歪が式(4.2)となる。 
 y = 93.6𝑥2 + 426.5𝑥 (4.1) 





図 4.2  先端荷重に対する歪(PZT C) 
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結線位置による出力電圧計測試験には台形形状の圧電素子である PZT D を使用する。試
験方法は 3.2 節に示したフラップ棒によるはじき試験と同様の実験を行う。使用した圧電素
子を図 4.3 に示す。試験を行う結線位置を、結線 A、結線 B、結線 C、結線 D と呼ぶことと
する。結線 A はクランプよりも外側の発電に寄与しない部分に結線を行った。結線 B は発
電に寄与する有効面積のうち、最もクランプに近い位置に結線し、そこから先端に向かって
10 mm 間隔で結線 C、結線 D となっている。本試験では先端入力変位を 2 mm、負荷抵抗 3 
kΩ に固定し、各結線位置での最大電圧、最大電力、出力エネルギーの比較を行った。  
  







表 4.2  結線位置による出力比較 




次に固定端で破壊している PZT C を使用し同様の検証を行う。図 4.5 に固定端で圧電素




各結線位置での試験結果を表 4.3 に示す。結線 E、結線 Fの最大電圧はほぼ等しいという
結果となった。それに対し、出力エネルギーは結線 F の出力は結線 E の倍以上の値となっ
た。これは出力電圧波形の違いによるものであると考えられる。図 4.8 に各結線位置による















図 4.6  固定端でのクラック(上から撮影) 





表 4.3  結線位置による出力比較 


















図 4.9  おもりを固定した圧電素子(PZT C) 
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表 4.4  繰り返し荷重試験条件 




 前節に示した試験構成にて、PZT C に対し繰り返し荷重試験を行った。試験結果を表 4.5
に示す。歪 𝜀 [μST]から先端荷重 F [N]への変換は導出した校正式(4.1)を使用し行った。校正
式(4.1)を使用し導出した F は、 
           F  = 
-427 + √ 4272 + 376 ∙ ε
188
                  (4.3) 
である。加振回数は圧電素子が破壊した時の回数を表示している。実験中に圧電素子が破壊
しなかった場合は、加振回数を107回とした。
表 4.5  繰り返し荷重試験結果 
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 図 4.11 に入力値が先端荷重換算で 3.04 N 時の先端変位と出力電圧の時間応答を示す。横
軸は時間で、107回加振するまでの波形である。本試験では加振周波数が 60 Hz 前後でサン







図 4.11  繰り返し荷重試験におけるモニタリング波形(3.04 N 入力時) 
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 図 4.12 に入力値が先端荷重換算で 3.33 N 時の先端変位と出力電圧の時間応答を示した。
4.0× 104 s 付近で出力電初波形に変化があることがわかる。4.0× 104 s 付近を拡大したも
のが図 4.13 である。前節の破壊したデバイスにおける結線位置の検討での出力電圧波形の
様に、3.0× 104 s 付近からノイズの入ったような波形となっていることがわかる。ここで微




図 4.12  繰り返し荷重試験におけるモニタリング波形(3.33 N 入力時) 
図 4.13  出力電圧モニタリング波形(図 4.12)の拡大図 
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図 4.14 に表 4.5 をプロットした図を示す。振動発電デバイスの開発において共通の入力
として先端荷重を使用し F－n 線図を作成した。この結果より、107回の疲労試験において
先端荷重 3.33 N が破壊する最小値であることがわかった。そのため PZT C の疲労限度を破
壊しなかった入力の最大値である 3.04 N とした。今回の試験では鉄鋼系材料の疲労限度で
ある107回で終了とした。しかしながら破壊した入力の最小値である 3.33 N 時では、
2117000 回で破壊している。これは図 4.14 を見ても明らかであるが実験終了した107回に
近い値であることがわかる。このため実際に自動車に搭載する際は、先端荷重が最小値より
十分小さい値になるよう制限する必要があると考えられる。  





 本節では圧電素子 PZT C の先端におもりを付加した 1 質点デバイスに対し、自動車加振
での歪測定試験を行う。自動車振動加振下における歪を測定し、前節で導出した PZT C の
F－n 線図と比較検証を行うことにより PZT C における安全性を確かめることが目的であ
る。 




クトル密度を図 4.18 に示す。図 4.18 より、共振周波数は 50Hz であり、40〜70Hz の帯域
で発電が見込めると考えられる。 
図 4.15  使用した車両(HONDA オデッセイ) 




図 4.17  加速度時間応答(鉛直方向) 




 前節に示した自動車振動を使用し、歪測定試験を行った。試験条件を表 4.6 に示す。PZT 
C に本実験で使用する自動車振動の発電帯域である 40〜70 Hz と固有周波数が一致するよ
うにおもりを先端に固定する。先端に 13 g のおもりを付加することで、共振周波数を 54 Hz
とした。負荷抵抗は式(3.5)から、54 Hz 加振時に出力電力が最大になるようにマッチング抵
































 自動車加振試験のベース加速度、固定端歪、出力電圧の出力波形を図 4.20 に示す。これ
により、最大固定端歪 771.4 μST となった。この結果より、式(4.1)の校正式にて最大先端荷
重は 1.38 N となることがわかる。また、振動開始から終了までの 100 秒間での絶対値平均
は、平均固定端歪 100.0 μST となり平均先端荷重は 0.223 N となった。耐久試験より、PZT 




図 4.20  自動車加振試出力波形 
(a)  ベース加速度時間応答 
(b)   固定端歪時間応答 
(c)    出力電圧時間応答  
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また、PZT の出力は、最大電圧 31.2 V、最大電力 40 mW、総エネルギー0.21 J、振動開








第 5章 まとめ 
  本研究では圧電素子の弱点である発電出力と耐久性の低さを改善することを目的とし、
実用化に向けた圧電素子の開発を行った。まず、市販の圧電素子を使用し、1質点デバイス、









この発電効率の高い PZT C を自動車振動にて実際に使用することを想定し、台形形状の
圧電素子である PZT C に対して繰り返し荷重による耐久試験を行った。その結果、PZT Cの
疲労限度は固定端の歪で 2166 μST、先端荷重 3.04 N であることがわかった。これを基に、
PZT Cの先端におもりを固定した 1質点デバイスに対する自動車振動(乗用車)加振実験を行
った。その結果、検出した最大歪は 771.4 μST で、先端荷重換算で 1.38 Nであった。この
値は、耐久試験により導出した先端荷重の最小値よりも十分小さい値(45%相当)であること
が確認でき、自動車振動での使用に耐えうることがわかった。 













平成 27年度 修士公聴会 質疑応答 
石川先生 
Q. 多モード化はしないのか？ 









Q. l, bを変化させて実験はしないのか、また lはなぜ伸ばせないのか。 
A. PZT A, PZT B での比較が l, bの変化させている。lの大きい PZT Bは入力荷重に対する
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